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本日お伝えしたいこと
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社会・産業基盤としてのICT基盤の考え方

2020年代に向けて日本が必ず対応しなくてはならない課題の解決
にはICTの活用が必要不可欠

多様なニーズに対応したICT基盤が必要

競争の枠組みの考え方

ICT基盤を担う事業者の姿も多様化しており、競争の枠組みの捉え
方を市場環境に合わせて変えていく必要がある

スマートフォンの急速な成長により、競争は通信レイヤーを超えて起きている

移動-固定通信は競争と協業が始まっている
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例えば・・・
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少子高齢化・
人口の減少

経済的地位の
低下

生産人口を維持するために、シニア・女性が活躍す
る機会の創出

予防医療による医療費の削減

⇒ICT活用よる新たな働き方の創出、健康づくり 等

日本が直面している課題を解決するにはICTの活用が必要不可欠

製造業等、グローバルな市場での競争力維持

農業や教育などのICT化の推進
中小企業の活性化

⇒M2Mやビッグデータの活用、ICT活用による中小企
業のビジネス機会の増加 等
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社会・産業基盤としてのICT 

ICTの利活用は、超高齢社会の課題解決に寄与する

例えば、ICTを活用した健康づくり事業により、高齢者の体力年齢の若返り、医療費の削減が実
現されている。

出所）総務省「ICT超高齢化社会構想会議報告書」
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社会・産業基盤としてのICT 

ただし、高齢者におけるＩＣＴの利用はまだ限定的

電子メールやウェブ検索等については、60％程度が「よく使っている」と回答しているが、SNSや
ネット・ビデオ電話等については、「よく使っている」と回答したのは10％以下にとどまる

出所）総務省「ICT超高齢化社会構想会議報告書」

高齢者のICT利用傾向
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社会・産業基盤としてのICT 

中小企業においては、まだICTの活用余地が残されている

例えば、10人未満の中小企業におけるwebサイトの保有率はわずか16％
webサイト保有の有無で、従業員一人当たりの約4割売上が異なる
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社会・産業基盤としてのICT

ドイツにおいては、ＩＣＴを活用した製造業のリフォーメーション「Industry4.0」
による新産業の創出が注力されている

機械化、電力化、自動化、に続く第４次産業革命と位置付けられている

リアルとサイバーな世界の融合により、グローバルな市場での競争力維持、中小企業の
競争力の維持などが掲げられている

6
出所）「Recommendations for implementing the strategic initiative INDUSTRIE 4.0」

リアルとサイバーな世界が融合し、
自律協調、生産工程以外のプロセスも統合
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社会・産業基盤としてのICT

M2M市場は、エネルギー市場を中心に今後5年で5倍の成長。

モノにセンサーが付きネットワークにつながることで、スマート化が進展する

Ｍ2Ｍ市場規模予測（分野別）

※M2Mとは、モノ（機械）同士が通信する仕組み
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2020年代に向けた社会・産業基盤としてのICT基盤の考え方

日本が直面している課題の解決に、ICTを活用していくことは必須。そのためには「
最低限のＩＣＴ基盤」が広く活用される状態を整備する必要がある。

M2M等の人と人とのコミュニケーションとは異なる通信ニーズに対応することや、高齢者
や中小企業等のICTの活用余地が残されているセグメントに使ってもらうことが必要。

高速・高品質なネットワークだけでなく、上記のような多様なニーズに対応した料金
やサービスメニューが提供されるような政策が必要ではないか。
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競争の枠組み：通信レイヤーを超えた競争

スマートフォンの普及率は既に5割に達し、2018年には8割に達する見込み

日本における携帯電話・スマートフォン契約数と
スマートフォン個人普及率の推移と予測
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競争の枠組み：通信レイヤーを超えた競争

iPhone、Androidスマートフォンの普及により、通信レイヤの影響力が低下す
る中、グローバルなプレイヤーの存在感が増している

通信

プラットフォーム
（ポータル、認証・課金、ログ）

コンテンツ等

デバイス

顧客接点

フィーチャーフォン時代 スマートフォン時代

覇権争い

Google play

Android

Google+等 itunes
iCloud

iPhone

App Store

Apple store

Facebook
LINE 等

公式サイト

通信事業者 通信事業者

i-mode
Ezweb等

フィーチャー
フォン

携帯電話
ショップ

利用者にとって、「携帯電話事業者」の存在感はフィーチャーフォン時代と比較して相対的に低
下している

10



Copyright（C） 2014 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

競争の枠組み：移動-固定

固定ブロードバンド回線はモバイル通信との競争が発生している

国内の固定ブロードバンドは、無線への流出により、総回線数が2015年をピークに減少へ
スマートフォン・LTEの普及による固定⇒無線へのマイグレーションが発生

固定ブロードバンド回線数予測（回線の種類別）
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競争の枠組み：移動-固定

ただし、移動通信のトラヒックの一部を固定通信へのオフロードも増している

2015年には、移動通信トラヒックの6割以上がオフロードされると推計されている
移動通信におけるトラヒックは各社の予想では今後5年で10倍以上に増加の見込み
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出所）総務省 無線LANビジネス研究会

ＮＴＴドコモ
世界のモバイルデータトラヒックは、5年間で
約13倍（予測）→（年率67％）

ＫＤＤＩ
スマートフォンが全トラヒックの９８％を占有。
2016年度には11年度比で、16倍に増加
する見通し→（年率74％）

ソフトバンク
モバイルトラヒックが2023年までに、10年
で約1000倍に→（年率100％）

通信キャリア各社のトラヒック需要の見通し

出所） 第四世代移動通信システム 公開ヒアリング資料
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競争の状況と事業者の姿

キャッシュバックやバンドル割引等により通信サービスの顧客獲得競争が行
われている中、ICT基盤を担う事業者の姿も多様化しつつある。

NTT

KDDI

ソフトバンク

ドコモは、スマートライフの実現に
向けて通信レイヤー以外のサービ
の拡大

固定-移動-放送を合わせたサービ
スの提供

米国のSprintの買収などのグロー
バルな展開

事業者の動向

移動体通信においては、事
業者間のシェアの差は減っ
ているが、キャッシュバック
等による利用者の取り合い
が行われている。

固定通信においては、移動
通信と組み合わせた割引等
が提供されているが、NTT
東西のFTTHシェアは7割程
度となっている

競争の状況
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2020年代に向けた「競争」の考え方
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googleやApple等の通信事業者以外のグローバルなプレイヤーの影響力が増加し
ており、「競争」は通信業者同士だけでなく、通信レイヤーを超えて起きている。

通信事業者同士の競争も必要だが、それは我が国にICT競争力につながるような
健全な競争であるべき。

単なる「経済的インセンティブ付与による利用者の奪い合い」だけでは、通信レイヤーを
超えた競争力につながらないのではないか

また、移動通信-固定通信が競争・協業をしている中、それぞれの市場個別に政
策を考えていく意味は薄れている。

急激なトラヒック増加に対応するためには、移動-固定通信の連携は不可欠

一方で、移動-固定通信のバンドル等が進む中で、事業者のスイッチが容易となるよう
な光ファイバー等のインフラのあり方を考える必要がある


